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事前評価表 
 

１．案件名 

国 名： ドミニカ共和国 

案件名：和 名 地方自治体計画策定能力強化プロジェクト 

英 名 Project On The Capacity Development For Efficient Planning And Development 

Management In The Province Of Dajabon 

２．事業の背景と必要性 

(1) 当該国におけるガバナンスセクターの現状と課題 

ドミニカ共和国は 1990 年代以降、高い経済成長を遂げており、2009 年には 1 人当たりの

総所得（GNI）は 4,550 ドル（世銀）に達し、中所得国となった。しかしこれは観光業を主

体としての経済発展であり、同国の観光業は外資企業による開発が主体のため、国内産業や

社会の発展と結びつきが少なく、経済成長の恩恵が貧困層にまで行き届いていない。サント

ドミンゴやサンチアゴ等の主要都市から離れるほど行政サービスを受けにくくなり、都市部

と地方部の格差は著しく、貧困家庭の割合は都市部で 29.6％である一方、農村部では 50.9％

に達している。特にハイチとの国境地域では、生産構造の脆弱さや基幹産業の欠如による雇

用機会の不足、他地域への人口流出、そして農村部での基本インフラの未整備から市場への

アクセスが難しいことなど、開発への制約要因が多い。そのために、国境地域 7 県の貧困家

庭の平均割合が 66％と、他農村地域と比べても貧困度が高い状態である。 

同国政府としてはこのような現状を踏まえ、国家としての効率的な開発の推進、国内格差

是正のため、2005 年から 2008 年にかけて行財政改革に関する法律、施行細則を次々と制定

し、行政機関の組織や機能、行政手続きの見直しを行った。特に、2007 年の「地方自治体法

（Municipal Law）」（法律第 176-07 号）の制定により、地方自治体の役割を明確にし、地方

自治体が各地域において主体的に開発計画を策定すると定めるとともに、同じく 2006 年に

制定された「計画・公共投資法（Sistema Nacional de Planificación e Inversión Pública：SNPIP）」

（法律第 498-06 号）により、州、県、市の各レベルに設置される開発評議会を通じて、ボト

ムアップで市民から開発ニーズを国に吸い上げて、それを経済企画開発省（Ministerio de 

Economía, Planificación y Desarrollo：MEPyD）が取りまとめ、国家開発計画（Estrategia Nacional 

de Desarrollo：END）の策定と実施にかかる全体調整の役割を担っていく法的な体制が整備

された。国家開発計画（2010～2013 年）では、2013 年の達成目標として、すべての市にお

いて開発評議会を形成、機能させ、50％の市で開発計画を策定することを目標としている。

しかし、国境地域など地方部では人口 1 万人以下の市が大半であり、市職員が数人だけの

場合も少なくない。また、4 年ごとの市長選挙により市長が交代すると、市の職員のほとん

どが同時に替わってしまう状況にあり、市役所における継続的な知見、経験の蓄積が困難で

ある。また、市職員の開発計画策定及び実施能力を強化するための研修もほとんど提供され

ていない。このため、これらの市では、中央政府の方針や計画に基づき、住民ニーズを的確

に反映した市の中長期的な開発計画が策定できず、質の高い公共サービスの提供が行えな

い。さらに国家歳入の 10％が市に交付金として配賦されることになっているが、人口によっ

て予算配分が決められるため、小規模の市では予算が少なく、それら経費も主に管理経費に
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使われ、公共投資事業にはほとんど活用されていない現状である。よって、同国政府では、

こうした市での厳しい予算事情を踏まえて、市予算をより効率的に活用させ、効果的に住民

に行政サービスを提供するために、地方の開発計画策定、実施能力の強化を重視している。

そして、そのための持続的な支援体制づくりが求められている。 

 

(2) 当該国におけるガバナンスセクターの開発政策と本事業の位置づけ 

2011 年 8 月現在同国の国会でいまだ審議中の国家開発計画（2010～2030 年）では、①行

政機能の強化、②機会の均等/貧困削減/格差是正、③持続的成長、④環境管理の 4 つの基本

方針・戦略が示されている。そして特に第 2 の基本方針「機会の均等/貧困削減/格差是正」

を達成するための具体的な政策として、「地方自治体の能力強化、市民参加型開発の推進」

と「国境地域の持続的な開発の推進」が掲げられている。同政策には、JICA が支援した開発

調査「国境地域の持続的開発に向けた効果的プログラム運営管理能力向上計画調査」（2006

～2008 年）の成果が反映された。本事業は、同国の国家開発計画の②を地域レベルで推進す

るため、地域主導と地域社会の参画による持続的な開発計画の策定、実施能力の強化及び実

施体制の整備を目的として実施するものである。1 

 

(3) ガバナンスセクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績 

同国に対する日本政府の援助方針では、「格差是正」と「環境保全と回復」を重点分野に

挙げている。本事業は、貧困層が多く居住する地域を対象に行政能力強化、地域経済開発の

促進を図り、地域開発モデルの構築を支援するものであり、「格差是正」の方針に合致する。

同国における JICA の当該セクターに対する援助実績としては、同国のボトムアップ型地

域開発計画策定を支援するため国境地域の 7 県を対象に実施した「国境地域の持続的開発に

向けた効果的プログラム運営管理能力向上計画調査」が挙げられる。 

 

(4) 他の援助機関の対応 

市レベルの能力強化では世銀が、また特に国境地域における住民組織の強化と市開発評議

会の設置については UNDP が支援を行っている。しかし、国境地域における市の組織能力強

化自体については、ほとんど手が付けられていない状況である。 

３．事業概要 

(1) 事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、ダハボン県において、住民参加型による市開発計画作成と実施に必要となる能

力強化、投資事業の予算化プロセスの確立を行うことにより、住民のニーズを反映した中長

期的な開発計画の策定、予算確保と実施を図り、もって同県周辺国境地域の各市へのプロジ

ェクト成果の普及に寄与するものである。 

 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

・ダハボン県内の 3 市（Dajabón, Partido, Restauración） 

                                                        
1 本事業の対象地域であるダハボン県は、貧困地域である国境地域に位置するが、ハイチとの国境市場を通した地域経済の活
性化、また自主財源の確保等、開発ポテンシャルの高さから選定された。本県は、5 市（Municipio）及び 4 特別区（Distrito 
Municipal）から成り立っている。 
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(3) 本事業の受益者（ターゲット・グループ） 

・ダハボン県内の 5 市役所（Dajabón, Partido, Restauración, Loma de Cabrera, El Pino 市）及

び 4 特別区（Cañongo, Manuel Bueno, Capotillo, Santiago de la Cruz）の職員 

・ダハボン県市連合会（マンコムニダ*） 

* 近隣の複数の市が、ある特定の目的のために各市の自由意思の下で法的な枠組みにより集まった事務組合・連合体

 

(4) 事業スケジュール（協力期間） 

2011 年 12 月～2014 年 4 月を予定（計 40 カ月） 

 

(5) 総事業費（日本側） 

3 億 5,000 万円（予定） 

 

(6) 相手国側実施機関 

経済企画開発省（MEPyD）： 

・国土開発計画局（Dirección General de Ordenamiento y Desarrollo Territorial：DGODT） 

（役割：地方自治体の計画策定への技術支援、助言、標準マニュアル策定） 

・公共投資局（Dirección General de Inversión Pública：DGIP） 

（役割：国家公共投資システム（National System for Public Investment：SNIP）への事業

案件登録と承認、案件形成策定における標準マニュアル、ガイドライン策定） 

・経済社会開発局（Dirección General de Desarrollo：DGDES） 

（役割：マクロレベルでの国家計画の策定、実施モニタリング） 

・二国間協力局（DGCOB） 

（役割：二国間援助の窓口調整役） 

・国境開発総局（Dirección General de Desarrollo Fronterizo：DGDF） 

（役割：国境地域での開発事業促進、事業実施・運営監理） 

 

(7) 投入（インプット） 

1)  日本側 

・専門家（チーフアドバイザー/参加型開発計画、公共投資システム、業務調整/研修計画）

・本邦研修（地方行政分野、5 名×3 週間×3 回） 

・技術交換研修（ホンジュラス、グアテマラ等での参加型開発の事例視察、5 名×3 回） 

・現地セミナー、ワークショップ 

・ローカルコンサルタント傭上 

・機材（車両他） 

2)  ドミニカ共和国側 

・実施機関の職員配置（合計 7 名：MEPyD の 3 局、DGODT, DGDES, DGIP）、執務室他 

 

(8) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1)  環境社会配慮 

①カテゴリ分類：C 
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②環境と緩和・軽減策 

特になし 

2)  ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

参加型開発計画の策定においては、女性から、若年層、中高年層まで住民の幅広い参加

に留意し、また、評価指標となる住民の意識調査を実施する際も、これら幅広いコミュニ

ティ構成員が調査対象となるよう配慮する。 

具体的には以下の対策を取る。 

・ベースライン調査においてジェンダー関連の項目を調査。 

・住民参加型での市開発計画の策定過程において女性の参画を確保。 

 

(9)  関連する援助活動 

特になし。 

(10)  その他特記事項 

特になし。 

４．協力の枠組み 

(1) 協力概要 

1)  上位目標 

国境地域の各市において、住民のニーズを反映した中長期的な開発計画が策定され、実

施される。 

〔指標〕 

1．住民ニーズに基づく市開発計画〔長期計画、中期計画（投資計画含む）、年次業務実

施計画〕を策定した市の数 

2．市開発計画に盛り込まれた開発投資事業の着工件数 

3．国により承認された広域事業数 

4．プロジェクトで得られた知見が反映された市開発計画策定マニュアルが作成される。

2)  プロジェクト目標 

ダハボン県で住民のニーズを反映した中長期的な開発計画が策定され、予算が確保さ

れ、実施される。 

〔指標〕 

1．住民参加型による市開発計画〔長期計画、中期計画（投資計画含む）、年次業務実施

計画〕の策定数 

2．国に申請した開発投資事業の SNIP 登録件数 

3．市の全予算に占める開発投資予算の割合が法定 40％に近づく。 

4．策定された市開発計画の中で実施された事業数 

3)  成果及び活動 

成果 1：市開発計画の策定、実施及び広域事業リスト策定にかかる組織能力が強化され

る。 

〔指標〕 

1-1．SNIP に登録申請された投資事業数 
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1-2．市の予算で実施された事業数 

1-3．研修を受けベースライン調査と市開発計画作成の実践を行った市企画室（Oficina 

Municipal de Planificación y Programación：OMPP）職員の数 

1-4． 市連合会の技術ユニットが設置され、市に対して技術支援を行える職員が少なくと

も 2 名育成される。 

1-5． 2 年次以降の業務実施計画の策定と実施が市連合会の支援を受けて 3 市によって独

自に実施される。 

〔活動〕 

ベースラインサーベイの実施、対象地域の社会経済調査、研修計画策定と実施、市開

発計画〔長期計画、中期計画（投資計画含む）、年次業務実施計画〕、年次予算計画の策

定、優先的開発投資事業の案件形成、広域優先事業リスト（計画書を含む）の策定、開

発投資事業の実施モニタリングなど。 

 

成果 2：対象市の開発計画及び広域事業リスト（計画書を含む）の策定、実施にかかる

プロセスが確立される。 

〔指標〕 

2-1．SNIP 登録申請から承認、予算確保までのプロセスが文書化される。 

2-2．国の SNIP にかかるガイドライン、通達が更新される。 

〔活動〕 

市の長期計画、中期計画、年次業務計画及び広域事業リスト（計画書を含む）につい

ての関係機関（中央政府及び各省庁の地方出先機関）の役割分析、市の開発計画及び広

域優先事業の実施に向けた関係機関の役割分担案の作成、広域優先事業実施に向けた関

係機関との調整。 

 

成果 3：プロセス確立までの課題、成果事例、教訓が取りまとめられ、関係機関（中央

政府及び各省庁の地方出先機関）に共有される。 

〔指標〕 

3-1．マニュアル（参加型開発計画策定及び実施、優先的広域事業リスト策定）、研修教

材、ガイドライン（SNIP 申請から承認、予算確保プロセス）の最終化 

3-2．ワークショップの開催数及び参加人数（講師を務めた中央の C/P 機関職員、連合会

職員、対象 3 市職員の数も含める） 

〔活動〕 

市連合会を通じたダハボン県すべての市及び特別区に対する研修実施、市開発計画策

定、実施、モニタリングにかかるマニュアル教材、関係機関の役割についてのガイドラ

イン、関係機関との共有化ワークショップの開催 

4)  プロジェクト実施上の留意点 

(a) プロジェクト目標と成果の関係（プロジェクトデザイン） 

開発計画策定にかかる自治体の能力開発（成果 1）と計画実施に向けた諸プロセス

（SNIP 申請から承認、予算確保）の確立（成果 2）での知見と経験を市連合会（マンコ

ムニダ）に蓄積し、中央政府の関係機関やダハボン県の他市に共有すること（成果 3）
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により、ダハボン県で住民のニーズを反映した中長期的な開発計画が策定され、予算が

確保され、実施される（プロジェクト目標）ことをめざしていく。 

(b) 継続性・自立発展性の仕組み 

本事業では、市連合会の技術ユニットにプロジェクトの経験・ノウハウが蓄積される

ことで、市への技術支援と知見（モデル）の普及における継続性と自立発展性を確保し

ていく。さらに、プロジェクトの知見を中央の経済計画開発省や国境開発総局にフィー

ドバックすることにより、開発計画にかかる予算的なバックアップが継続的になされダ

ハボン県全体や国境地域でのプロジェクトのインパクトの広がりも確保される。 

 

(2) その他インパクト 

本事業では、「国境地域において、住民の生活環境が改善される」ことを最終的にめざす

成果とする（プロジェクトのスーパーゴール）。そのために、同国の大学等への外部委託調

査を通じてベースライン調査を実施して、具体的な指標の策定と指標の変化を分析していく

ことで、プロジェクトの最終成果をモニタリングしていく。 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

(1) 事業実施のための前提条件 

・ドミニカ共和国政府の地方分権化政策が変更されない。 

 

(2) 成果達成のための外部条件 

・研修を受けた人材が定着する。 

・参加型計画策定にかかる政策に大幅な変更が生じない。 

 

(3) プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ダハボン県における開発計画にかかる予算的バックアップが継続的になされる。 

 

(4) 上位目標達成のための外部条件 

・国境地域における開発計画にかかる予算的バックアップが継続的になされる。 

６．評価結果 

本事業は、ドミニカ共和国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、

また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

中米カリブ地域での JICA 地方行政支援案件として、ホンジュラス「地方開発のための自治

体能力強化プロジェクト」（2011-2016 年）とグアテマラ「貧困削減に向けた地方行政能力強化

専門家派遣」（2010～2011 年）の 2 件がある。特にホンジュラスでは、住民参加型の市開発計

画の策定と事業実施につき市連合会の技術支援能力の強化を通じて支援し、持続的な能力開発

と他地域での適用可能な手法の共有と普及をめざしている。技術交換や第三国研修実施を通じ

てその知見や教訓を学び、本事業のベースライン調査や参加型開発計画策定とその実施プロセ

スについての参考とする。 
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８．今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

4．(1)のとおり。 

(2) 今後の評価計画 

事業開始 6 カ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6 カ月前 終了時評価 

事業終了 3 年後 事後評価 

 

 

 


